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1808 02045 事務 交通企画課総合調整等業務 ②
交通政策に関する総合調整や北海
道運輸交通審議会の運営に関する
事務等

交通企
画課

0 0 0 3.0 0.5 3.5 27,335
現状維

持

交通政策に関する総合調整、北海
道運輸交通審議会の運営する必要
がある

－ ④ ②
局内の資料共有などの際にはペー
パーレス化などに配慮が必要

－ ⑥ ②
局内の資料共有などの際にはペー
パーレス化などに配慮が必要

○ ②
局内の資料共有などの際にはペー
パーレス化などに配慮が必要

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

打合せ等にWeb会議を活用すること
により、ペーパーレス化、CO2削減、
移動時間の削減等を実施していると
ころであり、引き続き、会議等におけ
るオンライン活用の取組を進めてい
く。

1809 02045 一般 交通対策調整費 ②
地域交通に係る交通対策を推進す
るとともに、地域交通に係る諸課題
の対応

交通企
画課

47,000 1,379 1,379 2.0 0.3 2.3 19,342
現状維

持

地域交通に係る交通対策を推進す
るとともに、地域交通に係る諸課題
に引き続き対応する必要がある

－ ④ ②
相手方の環境次第ではオンライン
による開催も検討できるが、対面で
の協議の重要性に配慮が必要

－ ⑥ ②
相手方の環境次第ではオンライン
による開催も検討できるが、対面で
の協議の重要性に配慮が必要

○ ②
相手方の環境次第ではオンライン
による開催も検討できるが、対面で
の協議の重要性に配慮が必要

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

打合せ等にWeb会議を活用すること
により、ペーパーレス化、CO2削減、
移動時間の削減等を実施していると
ころであり、引き続き、会議等におけ
るオンライン活用の取組を進めてい
く。

1810 02045 一般 北海道型ＭａａＳ展開事業 ②

観光と生活両面におけるＭａａＳ実
証実験の成果や課題を全道各地域
の関係者間で広く共有し、事業者間
の連携を促していくことで、それぞれ
の地域にあった取組の検討・実施に
つなげ、全道におけるＭａａＳの展開
を図る

交通企
画課

10,593 3,512 3,512 2.0 0.3 2.3 21,475 終了

令和３年度時限到達事業
実証実験の成果や課題を全道各地
域の関係者間で広く共有し、事業者
間の連携を促していくことで、各地
域にあった取組の検討・実施につな
げ、全道におけるＭａａＳの展開を図
る必要がある

○ ④ ②
相手方の環境次第ではオンライン
による開催も検討できるが、対面で
の協議の重要性に配慮が必要

○ ⑥ ②
相手方の環境次第ではオンライン
による開催も検討できるが、対面で
の協議の重要性に配慮が必要

○ ②
相手方の環境次第ではオンライン
による開催も検討できるが、対面で
の協議の重要性に配慮が必要

・ゼロカーボン北海道実現の観点か
ら、地域支援において、地域の脱炭
素化と経済の活性化、レジリエンス
の向上の同時達成をめざし、地域
資源を最大限活用した自立・分散型
社会の形成をより一層促進できるよ
う、事業内容を検討すること。

・北海道Society5.0を推進し、安全・
安心で豊かな生活を送ることができ
る社会を実現するため、住民の暮ら
しに欠かせない地域交通の安定的
な確保は重要であることから、取組
の一層の推進を検討すること。

・暫定的な職員配置により体制を整
備し、事務事業を推進してきたが、
一定期間が経過したことなどを踏ま
え、効果的・効率的な執行体制の構
築を検討すること。

・会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

終了 ○ ○ ○

・地域の脱炭素化を促進するためには、自
家用車利用から公共交通利用への転換を
促すことが重要であることから、引き続き、
ノーカーデーなど公共交通の利用促進に向
けた取組を進める。

・交通のデジタル化に取り組む地域に対し
て十勝での知見やノウハウの提供などの支
援を行っているところであるが、引き続き、
地域の意向を踏まえ、必要な側面支援を実
施する。

・シームレス交通戦略については、官民が
連携する「戦略推進会議」が中心となってＭ
ａａＳの活用や公共交通の利便性を向上さ
せていくこととなるが、北海道交通政策総合
指針の重点戦略として掲げているため、新
たな施策展開に向けた取組を進めていく必
要がある。また、戦略の横展開についても、
地域のバス事業者を交えた地域MaaSの実
施を検討しており、市町村や事業者との円
滑な調整と施策展開を進めていくため、専
任の職員を配置することで効果的・効率的
な執行体制が構築された。

・打合せ等にWeb会議を活用することによ
り、ペーパーレス化、CO2削減、移動時間の
削減等を実施しているところであり、引き続
き、会議等におけるオンライン活用の取組を
進めている。

1811 02045 一般 地域公共交通計画策定支援事業 ③

地域公共交通活性化再生法に基づ
く広域の法定計画を策定するため、
策定主体である道及び複数市町村
を構成員に含む法定協議会への負
担金を拠出する

交通企
画課

0 12,477 12,477 3.0 0.6 3.6 40,593 現状維
持

地域公共交通活性化再生法に基づ
く広域の法定計画を策定する必要
がある

－ ④ ①

法定協議会への負担金
計画策定に向けた調査等において
は電子媒体を活用して実施してお
り、引き続き、ペーパーレス化に配
慮していく

－ ⑥ ①

法定協議会への負担金
計画策定に向けた調査等において
は電子媒体を活用して実施してお
り、引き続き、ペーパーレス化に配
慮していく

○ ①
相手方の環境次第ではオンライン
による開催も検討できるが、対面で
の協議の重要性に配慮が必要

暫定的な職員配置により体制を整
備し、事務事業を推進してきたが、
一定期間が経過したことなどを踏ま
え、効果的・効率的な執行体制の構
築を検討すること。

現状維
持

地域公共交通活性化再生法の改正
に伴い、地方公共団体は「地域公共
交通計画」の策定が努力義務化さ
れたところであり、各地域の実情や
社会情勢の変化を踏まえ、交通体
系の最適化を図る観点のもと、広域
的な計画の策定が必要であり、引き
続き、各地域での計画策定に向け
た取組を推進するため、専任の職
員を配置することで効果的・効率的
な執行体制が構築された。

1817 一般 鉄道利用促進事業 －
北海道鉄道活性化協議会が行う鉄
道利用促進等の取組に要する経費
を負担する

交通企
画課

0 28,000 28,000 2.0 0.3 2.3 45,963 現状維
持

北海道鉄道活性化協議会の事業負
担金であり、地域との負担割合に基
づき算出しているため

－ － － － － － － － 現状維
持

1818 一般 交通事業者利用促進支援事業 ⑦

「新北海道スタイル」の構築に取り
組む交通事業者が販売する乗り放
題乗車券等の販売を支援し、交通
利用の回復及び交通事業者におけ
る「新北海道スタイル」の構築を促
進する。

交通企
画課

637,000 2,200,000 0 1.0 0.0 1.0 2,207,810
現状維

持

コロナ禍における交通需要の回復
に向けて、感染症の状況を見極め
事業を実施する必要がある。

－ － － － － － ○ ①
新北海道スタイル構築に向け、交通
事業者と連携していく

現状維
持

1819 一般 日高線護岸等復旧受託事業費 ②
ＪＲ日高線の廃線区間における、ＪＲ
所有の護岸施設の補修工事等を実
施する。

交通企
画課

0 129,530 0 1.0 0.3 1.3 139,683
現状維

持

ＪＲ日高線の廃線区間における、ＪＲ
所有の護岸施設の補修工事等を実
施する必要があるため
※財源はＪＲからの受託事業入

－ ④ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

－ ⑥⑦ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

○ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

打合せ等にWeb会議を活用すること
により、ペーパーレス化、CO2削減、
移動時間の削減等を実施していると
ころであり、引き続き、会議等におけ
るオンライン活用の取組を進めてい
く。

1820 一般
鉄道利用促進環境整備事業費補助
金

⑦

利便性や快適性など利用促進のた
め、Ｒ３～５の３年間に限り、国と協
調して高速鉄道に対し、車両購入相
当額を補助

交通企
画課

0 1,000,000 0 2.0 0.3 2.3 1,017,963
現状維

持

本道の持続的な鉄道網の確立に向
け、利用者の快適性・利便性の向上
に繋がる車両導入を国と協調して支
援し、鉄道の更なる利用促進を図る
必要がある。

－ ④ －

本補助金は、道内鉄道網の維持と
JR北海道の経営自立に向け、地域
が行う可能な限りの支援であること
から、補助メニューや補助採択要件
の追加などは困難

－ ⑥⑦ －

本補助金は、道内鉄道網の維持と
JR北海道の経営自立に向け、地域
が行う可能な限りの支援であること
から、補助メニューや補助採択要件
の追加などは困難

現状維
持

1821 一般 ＪＲ単独維持困難路線対策費 ②

ＪＲ北海道の事業範囲見直しを受
け、地域における協議に積極的に
参画するとともに、地域協議の検討
状況を踏まえ、国への要望や意見
交換等を実施

交通企
画課

0 5,768 5,768 2.0 0.5 2.5 25,293 現状維
持

ＪＲ北海道の事業範囲見直しを受
け、地域における協議に積極的に
参画するとともに、地域協議の検討
状況を踏まえ、国への要望や意見
交換等を実施する必要がある

－ ④ ②
相手方の環境次第ではオンライン
による開催も検討できるが、対面で
の協議の重要性に配慮が必要

－ ⑥ ②
相手方の環境次第ではオンライン
による開催も検討できるが、対面で
の協議の重要性に配慮が必要

○ ②
相手方の環境次第ではオンライン
による開催も検討できるが、対面で
の協議の重要性に配慮が必要

・暫定的な職員配置により体制を整
備し、事務事業を推進してきたが、
一定期間が経過したことなどを踏ま
え、効果的・効率的な執行体制の構
築を検討すること。

・会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

・国がJR北海道に対し発した「監督
命令」に基づき、地域が行う利用促
進策の取組に関し、国が総括的な
検証を行うこととなっており、第２期
集中改革期間である令和５年度ま
での３年間においては、各線区のア
クションプランの取組や鉄道活性化
協議会を中心とする地域が一体と
なった利用促進策の成果をもとに、
道内鉄道網の維持とJR北海道の経
営自立に向けて地域が行う可能な
限りの協力・支援に関する国との協
議・調整を行うため、専任の職員を
配置することで効果的・効率的な執
行体制が構築された。

・打合せ等にWeb会議を活用するこ
とにより、ペーパーレス化、CO2削
減、移動時間の削減等を実施して
いるところであり、引き続き、会議等
におけるオンライン活用の取組を進
めていく。

1801
02041
02042

一般 持続的物流体制構築事業 ③
本道における安定的かつ効率的な
物流体制の確保に向け、将来的な
物流のあり方の調査・検討を行う

交通企
画課

0 10,000 10,000 1.0 0.3 1.3 20,153
改善
（指標
分析）

本道における安定的かつ効率的な
物流体制の確保に向け、将来的な
物流のあり方の調査・検討を行う必
要がある
※「02041」「02042」と方向性を統一

－ ④ ①
調査を行う際は可能な範囲で電子
媒体による実施を行っており、引き
続き、ペーパーレス化などに努める

－ ⑥ ①
調査を行う際は可能な範囲で電子
媒体による実施を行っており、引き
続き、ペーパーレス化などに努める

○ ①
調査を行う際は可能な範囲で電子
媒体による実施を行っており、引き
続き、ペーパーレス化などに努める

ゼロカーボン北海道実現の観点か
ら、産業支援において、事業者によ
る脱炭素経営の取組を促進するとと
もに、経済的な負担とのバランスに
も配慮しながら、より一層、環境と経
済の好循環の創出につながるよう、
事業内容を検討すること。

改善

本道及び本道－本州間の持続的かつ安定的な
物流網の構築に向け、各輸送モード間の連携
方策などについて検討を進めるほか、中継輸
送等の輸送効率化に向けた取組を推進する。

調査を行う際は可能な範囲で電子
媒体による実施を行っており、引き
続きペーパーレス化などに努める。

1822 一般 自動車運転代行業費 ②
第４次分権一括法に基づきH27.4か
ら都道府県へ権限委譲された自動
車運転代行業の事務

交通企
画課

0 1,072 1,072 1.0 0.3 1.3 11,225
現状維

持
権限委譲事務のため － ④ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

－ ⑥⑦ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

○ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

打合せ等にWeb会議を活用すること
により、ペーパーレス化、CO2削減、
移動時間の削減等を実施していると
ころであり、引き続き、会議等におけ
るオンライン活用の取組を進めてい
く。

1812 02045 一般 バス運行対策・利用促進費 ⑦
乗合バス事業及び廃止代替バス事
業の路線維持（運行）費に対し、国・
市町村と協調して補助を実施

交通企
画課

0 1,463,890 1,463,890 1.0 0.6 1.6 1,476,386
現状維

持
路線維持（運行）費に対し、国・市町
村と協調した補助のため

○ ④ －
車両補助の採択要件の１つとして環
境へ配慮した車両の導入が含まれ
ている

－ － － － － 現状維
持

1813 02045 一般 地域交通支援事業 ②

乗合バス利用者減少に伴い、路線
維持が困難となった路線の輸送手
段転換を促進するため、転換に要
する経費等の一部を支援し、地域の
公共交通を安定的に確保する

交通企
画課

0 7,114 7,114 1.0 0.3 1.3 17,267
現状維

持

路線維持が困難となった路線の転
換に要する経費等の一部を支援し、
地域の公共交通を安定的に確保す
るための補助であるため

－ ④ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
補助事業者等に対しても同様の取
組を指令通知等で求めることを検討
する

－ ⑥⑦ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
補助事業者等に対しても同様の取
組を指令通知等で求めることを検討
する

○ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
補助事業者等に対しても同様の取
組を指令通知等で求めることを検討
する

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

打合せ等にWeb会議を活用すること
により、ペーパーレス化、CO2削減、
移動時間の削減等を実施していると
ころであり、引き続き、会議等におけ
るオンライン活用の取組を進めてい
く。

1814 02045 義務費
運輸事業振興費（運輸事業振興助
成交付金）

②

軽油取引税の税率に関する特別措
置による税率引き上げに伴い営業
用バス及びトラックの輸送コストに
与える影響などを考慮し設けられた
制度に基づく対象事業者に対する
交付金

交通企
画課

0 914,578 914,578 1.0 0.0 1.0 922,388
現状維

持

軽油引取税の税率に関する特別措
置による税率引き上げに伴い営業
用バス及びトラックの輸送コストに
与える影響などを考慮し設けられた
制度に基づく交付金のため

－ ④ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
補助事業者等に対しても同様の取
組を指令通知等で求めることを検討
する

－ ⑥⑦ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
補助事業者等に対しても同様の取
組を指令通知等で求めることを検討
する

○ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
補助事業者等に対しても同様の取
組を指令通知等で求めることを検討
する

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

打合せ等にWeb会議を活用すること
により、ペーパーレス化、CO2削減、
移動時間の削減等を実施していると
ころであり、引き続き、会議等におけ
るオンライン活用の取組を進めてい
く。

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

令和３年度　事務事業評価調書 02046

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

総合交通ネットワークの形成

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

1／4 02046



二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

1815 02045 一般
道南いさりび鉄道経営安定化事業
費補助金

②
道南いさりび鉄道（株）の経営安定
化を図るため、道及び沿線市町にお
いて運行赤字分を補助

交通企
画課

0 60,200 60,200 1.0 0.3 1.3 70,353
現状維

持
道南いさりび鉄道（株）の経営安定
化を図るための欠損補助のため

－ ④ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
補助事業者等に対しても同様の取
組を指令通知等で求めることを検討
する

－ ⑥⑦ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
補助事業者等に対しても同様の取
組を指令通知等で求めることを検討
する

○ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
補助事業者等に対しても同様の取
組を指令通知等で求めることを検討
する

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

打合せ等にWeb会議を活用すること
により、ペーパーレス化、CO2削減、
移動時間の削減等を実施していると
ころであり、引き続き、会議等におけ
るオンライン活用の取組を進めてい
く。

1827 一般 国際海上ネットワーク形成推進費 ②

日ロフェリー定期航路の利用促進を
図るとともに、本道の国際化や産業
振興に資することを目的に平成７年
３月に設立された「日ロフェリー定期
航路利用促進協議会」への負担金

交通企
画課

0 1,625 1,625 1.0 0.3 1.3 11,778
現状維

持
日ロフェリー定期高利用促進協議会
への負担金であるため

－ ④ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

－ ⑥⑦ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

○ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

打合せ等にWeb会議を活用すること
により、ペーパーレス化、CO2削減、
移動時間の削減等を実施していると
ころであり、引き続き、会議等におけ
るオンライン活用の取組を進めてい
く。

1823 一般 主要港調査費 ②
国土交通省から事務の一部を委託
された港湾調査を実施

交通企
画課

0 5,936 0 1.0 0.3 1.3 16,089
現状維

持
国土交通省からの委託事務のため － ④ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

－ ⑥⑦ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

○ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

打合せ等にWeb会議を活用すること
により、ペーパーレス化、CO2削減、
移動時間の削減等を実施していると
ころであり、引き続き、会議等におけ
るオンライン活用の取組を進めてい
く。

1824 一般 苫小牧港管理組合負担金 －
苫小牧港の開発と利用促進を図る
ため、一部事務組合の設立母体とし
て規約に基づく負担金を拠出

交通企
画課

0 1,265,901 1,265,901 1.0 0.3 1.3 1,276,054
現状維

持

苫小牧港の開発と利用促進を図る
ため、一部事務組合の設立母体とし
て規約に基づく負担金であるため

－ － － － － － － － 現状維
持

1825 一般 石狩湾新港管理組合負担金 －
石狩湾新港の開発と利用促進を図
るため、一部事務組合の設立母体
として規約に基づく負担金を拠出

交通企
画課

0 1,038,687 1,038,687 1.0 0.3 1.3 1,048,840
現状維

持

石狩湾新港の開発と利用促進を図
るため、一部事務組合の設立母体
として規約に基づく負担金であるた
め

－ － － － － － － － 現状維
持

1802
02041
02042

一般 港湾機能強化推進事業費 ②
各港湾管理者と連携した港湾の利
用促進に向けた取組

交通企
画課

0 436 436 1.0 0.3 1.3 10,589
現状維

持

施策の推進にあたっては、港湾管
理者とともに、港湾の利用促進を行
い、港湾機能強化に向けた取組を
引き続き行う必要がある

－ ④ ②
相手方の環境次第ではオンライン
開催の検討は可能だが、対面での
協議の重要性に配慮が必要

－ ⑥ ②
相手方の環境次第ではオンライン
開催の検討は可能だが、対面での
協議の重要性に配慮が必要

○ ②
検討会を開催する際には、座席の
間隔を広くするなど感染防止対策に
取り組む必要がある

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

相手方の環境によりR4からのオンラ
イン開催は実施困難であるが、啓発
資材の電子化など可能な対応を実
施する予定

1816 02045 一般 定期航路維持対策費 ②

離島住民の生活に必要不可欠とな
る離島航路の維持を目的とした離
島航路旅客定期航路事業者に対す
る助成

交通企
画課

0 58,897 58,897 1.0 0.3 1.3 69,050
現状維

持
航路維持に係る市町村と協調した
欠損補助のため

－ ④ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

－ ⑥⑦ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

○ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

打合せ等にWeb会議を活用すること
により、ペーパーレス化、CO2削減、
移動時間の削減等を実施していると
ころであり、引き続き、会議等におけ
るオンライン活用の取組を進めてい
く。

1807 02044 一般 クルーズ船誘致連携事業

訪日クルーズ船の道内港湾への寄
港拡大に向けて、国や港湾管理者
等との連携を強化し、クルーズ船の
積極的な誘致を行う

交通企
画課

0 6,213 6,213 1.0 0.3 1.3 16,366
改善
（指標
分析）

訪日クルーズ船の道内港湾への寄
港拡大に向けて、国や港湾管理者
等との連携を強化し、クルーズ船の
誘致を進める必要がある
※「02044」と方向性を統一

－ － － － － － － －

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

改善

コロナ禍におけるクルーズ船受入体制の強化
に向けて、地域の受入体制整備状況や課題等
について、国や港湾管理者と情報共有し、課題
解決を図るとともにポストコロナを見据えた道内
港湾への寄港促進に向け、港湾管理者等と連
携し、船社等へのセールスを行っていく。

打合せ等にWeb会議を活用すること
により、ペーパーレス化、CO2削減、
移動時間の削減等を実施していると
ころであり、引き続き、会議等におけ
るオンライン活用の取組を進めてい
く。

1 船社等への誘致活動 ② 5,503 5,503 － ④ ② 海外船社へのトップセールス等は対
面での実施に配慮が必要

－ ⑥ ② 海外船社へのトップセールス等は対
面での実施に配慮が必要

○ ②
国や港湾管理者と感染症の状況を
共有しながら事業を実施する必要
がある

○

海外船社の国内支店や代理店への
セールスも併せて行い、海外船社本
社へのセールスは、本社を置く国と
の出入国制限の状況に、臨機応変
に対応できるよう検討している。

○ ○ ○

2 道民の受入理解促進 ② 710 710 － ④ ②
相手方の環境次第ではオンライン
開催の検討は可能だが、対面での
実施の重要性に配慮が必要

－ ⑥ ②
相手方の環境次第ではオンライン
開催の検討は可能だが、対面での
実施の重要性に配慮が必要

○ ② 感染症の状況を見極めながら実施
する必要がある

○ ○ ○

1803
02041
02042

一般 国際物流拡大推進事業

道内港湾の国際物流拠点化を図る
ため、新たな物流ルートとして期待
される北極海航路の地理的優位性
を活かした利活用や航行船舶誘致
の取組を推進する

交通企
画課

0 1,946 1,946 1.0 0.3 1.3 12,099
改善
（指標
分析）

道内港湾の国際物流拠点化を図る
ため、新たな物流ルートとして期待
される北極海航路の地理的優位性
を活かした利活用や航行船舶誘致
の取組を、推進する必要がある
※「02041」「02042」と方向性を統一

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

改善

　道内港湾の国際物流拠点化を図るため、新た
な物流ルートとして期待される北極海航路の地
理的優位性を活かした寄港拡大に向けた取組
を推進する。
　また、北極域調査研究船の道内港湾の拠点
化に向けた取組を推進する。

打合せ等にWeb会議を活用すること
により、ペーパーレス化、CO2削減、
移動時間の削減等を実施していると
ころであり、引き続き、会議等におけ
るオンライン活用の取組を進めてい
く。

1 一般 国際会議参加 ① 826 826 － ④ ①　
国際会議の参加にあたっては主催
者と情報共有の上、判断する必要
がある

－ ⑥ ①
国際会議の参加にあたっては主催
者と情報共有の上、判断する必要
がある

○ ①
国際会議の参加にあたっては主催
者と情報共有の上、判断する必要
がある

2 一般
情報共有等（最新の動向把握、セミ
ナーの開催）

② 1,120 1,120 － ④ ②
相手方の環境次第ではオンライン
開催の検討は可能だが、対面での
協議の重要性に配慮が必要

－ ⑥ ②
相手方の環境次第ではオンライン
開催の検討は可能だが、対面での
協議の重要性に配慮が必要

○ ②
セミナーを開催する際には、座席の
間隔を広くするなど感染防止対策に
取り組む必要がある

○ ○ ○

1804 02043 一般 北海道新幹線建設促進費
北海道新幹線（新函館北斗～札幌
間）の早期完成に向けた要請活動
等

交通企
画課

0 10,238 10,238 2.0 0.3 2.3 28,201
改善
（指標
分析）

北海道新幹線（新函館北斗～札幌
間）の早期完成に向けた要請活動
を行う必要があるとともに、期成会
負担金であるため
※「02043」と方向性を統一

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

改善
関係団体（市町村、経済団体など）と連携し、北
海道新幹線の早期完成に向けた取組を推進す
る。

打合せ等にWeb会議を活用すること
により、ペーパーレス化、CO2削減、
移動時間の削減等を実施していると
ころであり、引き続き、会議等におけ
るオンライン活用の取組を進めてい
く。

1 中央要請活動、連絡・調整会議の
開催、新幹線高速走行の早期実現

② 4,238 4,238 － ④ ②
相手方の環境次第ではオンライン
開催の検討は可能だが、対面での
協議の重要性に配慮が必要

－ ⑥ ②
相手方の環境次第ではオンライン
開催の検討は可能だが、対面での
協議の重要性に配慮が必要

○ ②
相手方の環境次第ではオンライン
開催の検討は可能だが、対面での
協議の重要性に配慮が必要

○ ○ ○

2
北海道新幹線建設促進期成会負担
金

－ 6,000 6,000 － － － － － － － －

1805
02043
02044

一般 北海道新幹線利用促進費 ①

北海道新幹線の開業効果の維持・
拡大に向けて、道と北東北地方の
連携を強め、両地域の交流人口拡
大を図るための取組を展開するとと
もに、利用促進や気運醸成の取組
を促進

交通企
画課

0 14,063 14,063 1.0 0.3 1.3 24,216
改善
（指標
分析）

北海道新幹線の開業効果の維持・
拡大に向けて、道と北東北地方の
連携を強め、両地域の交流人口拡
大を図るための取組を展開するとと
もに、利用促進や気運醸成の取組
を促進する必要がある
※「02043」「02044」と方向性を統一

－ ④ ①
ＳＮＳを活用した情報発信などペー
パーレス化に取り組んでいる

－ ⑥ ①
ＳＮＳを活用した情報発信などペー
パーレス化に取り組んでいる

○ ①
Webの活用等によりコロナ禍の状況
に応じた事業内容の見直しを図っ
た。

改善

北海道新幹線の開業効果の維持・拡大に向け
た北東北地方との連携強化や、交流人工拡大
の取組を継続して実施し、北海道新幹線の更
なる利用を推進する。

1826 一般 北並行在来線対策費 ②

北海道新幹線の札幌開業に伴い、
ＪＲ北海道から経営分離される並行
在来線について、沿線自治体と地
域交通の確保の方向性決定に向け
て、具体的な検討を進める

交通企
画課

0 1,670 1,670 2.0 0.3 2.3 19,633
現状維

持

北海道新幹線の札幌開業に伴い、
ＪＲ北海道から経営分離される並行
在来線について、沿線自治体と地
域交通の確保の方向性決定に向け
て、具体的な検討を進める必要があ
る

－ ④ ②
相手方の環境次第ではオンライン
による開催も検討できるが、対面で
の協議の重要性に配慮が必要

－ ⑥ ②
相手方の環境次第ではオンライン
による開催も検討できるが、対面で
の協議の重要性に配慮が必要

○ ②
相手方の環境次第ではオンライン
による開催も検討できるが、対面で
の協議の重要性に配慮が必要

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

打合せ等にWeb会議を活用すること
により、ペーパーレス化、CO2削減、
移動時間の削減等を実施していると
ころであり、引き続き、会議等におけ
るオンライン活用の取組を進めてい
く。

1806 02043
02044

投資的
経費A

北海道新幹線鉄道整備事業費負担
金

－
（独）鉄道建設・運輸施設整備支援
機構に対し、北海道新幹線建設費
に伴う地方負担分（負担金）を支出

交通企
画課

10,467,529 24,300,000 21,366,673 1.0 0.3 1.3 24,310,153
現状維

持
法律に基づく建設負担金のため － － － － － － － － 現状維

持

1901
02041
02042
02043

一般
地方空港国際チャーター便就航促
進事業費補助金

②

道内地方空港と海外を結ぶ定期航
空路線の新規就航を促進するた
め、国際チャーター便を運航する航
空会社に対し、支援を行う。

航空課 0 5,500 0 0.5 0.0 0.5 9,405 ①
改善
（指標
分析）

新型コロナ感染症拡大の影響によ
り、道内空港発着の国際航空定期
便は運休が続いているため、成果
指標未達となっている状況。運航の
回復に向け支援を行う意向。

－ ④ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

－ ⑦ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

○ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

終了
コロナ禍の状況を踏まえ、定期航空路線運航
再開等の取組に注力するため、終了することと
する。

○ ○ ○
会議、打合せなどにおいてオンライ
ンの活用を図る。

1902
02041
02042
02043

一般
国際航空定期便就航促進事業費補
助金

②

道内空港に国際航空定期便を就航
させる航空会社に対して、道内空港
での発着に要する経費を補助する
ことにより、国際航空定期便の就航
促進を図る。

航空課 0 17,600 0 0.5 0.0 0.5 21,505 ①
改善
（指標
分析）

新型コロナ感染症拡大の影響によ
り、道内空港発着の国際航空定期
便は運休が続いているため、成果
指標未達となっている状況。運航の
回復に向け支援を行う意向。

－ ④ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

－ ⑦ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

○ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

改善

コロナ禍の影響により、道内空港における国際
線は令和２年３月下旬以降、全便運休の状態
が続いている。既存路線の運航再開に向けた
取組を進めるほか、当該事業において、北海道
エアポート株式会社とも連携しながら、新規誘
致に向けた取組を進めていく。

○ ○ ○
会議、打合せなどにおいてオンライ
ンの活用を図る。
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二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

1903
02041
02042
02043

一般 国際航空定期便再開補助金 ②

新型コロナウィルス感染拡大により
失われた国際航空需要回復のた
め、道内空港発着の国際航空旅客
定期便の運航を再開する航空会社
に支援を行う

航空課 0 67,650 0 1.3 0.0 1.3 77,803 ①
改善
（指標
分析）

新型コロナ感染症拡大の影響によ
り、道内空港発着の国際航空定期
便は運休が続いているため、成果
指標未達となっている状況。運航の
回復に向け支援を行う意向。

－ ④ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

－ ⑦ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

○ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

改善

コロナ禍の影響により、道内空港における国際
線は令和２年３月下旬以降、全便運休の状態
が続いているため、北海道エアポート株式会社
とも連携しながら、運航再開に向けた取組を進
めていく。

○ ○ ○
会議、打合せなどにおいてオンライ
ンの活用を図る。

1904
02041
02042
02043

一般 新規就航誘致活動事業 ②

国際航空ネットワークの充実強化を
図るため、未就航の航空会社海外
本社へのトップセールスによる道内
ＰＲ等、戦略的な誘致活動を展開す
る。

航空課 0 32,148 0 1.0 0.0 1.0 39,958 ①
改善
（指標
分析）

新型コロナ感染症拡大の影響によ
り、道内空港発着の国際航空定期
便は運休が続いているため、成果
指標未達となっている状況。運航の
回復に向け誘致活動を行う意向。

－ ④ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

－ ⑦ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

○ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

縮小
コロナ禍の状況を踏まえ、ＦＡＭツアーについて
は終了するものの、運航の再開等も踏まえた誘
致活動を実施していく。

○ ○ ○
会議、打合せなどにおいてオンライ
ンの活用を図る。

1905
02041
02042
02043

一般
国際航空路線アウトバウンド需要維
持･拡大事業

道民の海外旅行需要を開発するた
めの事業を実施することにより、既
存路線の拡充、新規路線の開設及
び運休路線の再開を図る。

航空課 0 10,000 9,000 1.0 0.0 1.0 17,810 ①
改善
（指標
分析）

新型コロナ感染症拡大の影響によ
り、道内空港発着の国際航空定期
便は運休が続いているため、成果
指標未達となっている状況。運航の
回復に向け道民の海外旅行需要を
開発するための事業を実施する。

－ － － － － － － － － － －

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

改善

新型コロナ感染症の影響により、道内空港にお
ける国際線は令和２年３月下旬以降、全便運休
の状態が続いているため、コロナ禍の状況を踏
まえた道民の海外旅行需要を開発するための
事業を進めていく。

会議や打合せ、セミナーなどイベン
トの際は、オンラインでの実施に努
める。

1
02041
02042
02043

一般 アウトバウンド需要調査事業 ② - - 0 1,000 0 - - - - － ④ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

－ ⑦ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

○ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

○ ○ ○

2
02041
02042
02043

一般
北海道海外旅行促進事業実行委員
会負担金

② - - 0 9,000 9,000 - - - - － ④ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

－ ⑦ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

○ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

○ ○ ○

1906
02041
02042
02043

一般
国際航空ネットワーク形成推進事業
費

② 新千歳空港やその他道内空港の国
際化推進に関する企画調整

航空課 0 2,828 2,828 0.6 0.0 0.6 7,514 現状維
持

引き続き、新千歳空港やその他道
内空港の国際化を推進するため、
国際航空ネットワーク形成推進事業
を実施する。

－ ④ ①
一部打合せのオンライン化は対応
済みだが、対面打合せや現地視察
の必要性についても留意が必要。

－ ⑥ ①
一部打合せのオンライン化は対応
済みだが、対面打合せや現地視察
の必要性についても留意が必要。

○ ①
一部打合せのオンライン化は対応
済みだが、対面打合せや現地視察
の必要性についても留意が必要。

現状維
持

1907 02043 一般 道内空港新規路線誘致事業 －

道内地方空港への新規路線誘致及
び誘客促進を図るため、新規就航
する航空会社に対し、地上支援業
務に要する経費等への補助を行う

航空課 0 17,116 0 1.0 0.0 1.0 24,926 ①
改善
（指標
分析）

コロナ禍の影響により利用者数が
減少しており、成果指標未達となっ
ている状況。利用者回復のため、道
内地方空港への新規路線誘致に向
けた補助を実施する。

－ － － － － － － － 改善

コロナ禍の影響により利用者数が減少してお
り、成果指標未達となっている状況。利用者回
復のため、道内地方空港への新規路線誘致に
向けた補助について、対象経費をより効果的な
ものに注力した形にて実施。

1908 02043 一般 民間委託外空港活性化事業

民間委託外空港の活性化のため、
チャーター便の運航経費への補助
や離島路線利用促進のためのモニ
ターツアーなどを行う

航空課 0 19,388 0 1.0 0.0 1.0 27,198 ①
改善
（指標
分析）

コロナ禍の影響により利用者数が
減少しており、成果指標未達となっ
ている状況。利用者回復のため、民
間委託外空港活性化のための取組
を実施する。

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

改善

コロナ禍の影響により利用者数が減少してお
り、成果指標未達となっている状況。利用者回
復のため、民間委託外空港活性化のための取
組を、対象経費をより効果的なものに注力した
形にて実施。

引き続き、外部との打合せなどの際
は、オンラインによる打合せに努め
るとともに、委託・補助事業者等に
対しても同様の取組を指令通知等
で求める。

1 02043 一般 チャーター便運航経費補助 ② 0 10,722 0 － ④ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

－ ⑦ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

○ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

○ ○ ○

2 02043 一般
函館・奥尻線の利用促進策調査事
業

② 0 8,666 0 － ④ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

－ ⑦ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

○ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

○ ○ ○

1909 02043 一般 離島航空路線維持対策費 ②
離島航空路の維持に対する補助に
関する事務

航空課 0 36,004 36,004 1.0 0.0 1.0 43,814 ①
改善
（指標
分析）

コロナ禍の影響により利用者数が
減少しており、成果指標未達となっ
ている状況。利用者回復のため、離
島航空路の維持に対する補助を実
施する。

－ ④ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

－ ⑦ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

○ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

改善

コロナ禍の影響により利用者数が減少してお
り、成果指標未達となっている状況。利用者回
復のため、離島航空路の維持に対する補助を
実施する。Ｒ４については、利尻－丘珠線も対
象。

○ ○ ○

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める。

1910 02043 一般
丘珠空港周辺緑地整備事業費補助
金

②
丘珠空港周辺住民との良好な関係
を保つために必要な緑地整備に対
する補助に関する事務

航空課 0 42,775 42,775 0.5 0.0 0.5 46,680
現状維

持

引き続き、札幌市が行う丘珠空港周
辺の緑地整備費用の一部補助を継
続する必要があるため。

－ ④ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

－ ⑦ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

○ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める。

1911 02043 事務
特定有人国境離島法地域・航空路
線低廉化交付金

②
特定有人国境離島法に基づく航路
運賃の低廉化

航空課 0 0 0 0.5 0.0 0.5 3,905
現状維

持

引き続き、特定有人国境離島法に
基づく航路運賃の低廉化を継続す
る必要があるため。

－ ④ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

－ ⑦ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

○ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○
会議、打合せなどにおいてオンライ
ンの活用を図る。

1912 02043 一般 地域航空ネットワーク形成推進費 ②

地域航空ネットワークの形成に関す
る企画調整
北海道関係航空路線の維持･確保
や各空港の活性化、空港間の連携
に関する企画･連絡調整

航空課 0 2,984 2,984 1.0 0.0 1.0 10,794
現状維

持

引き続き、ネットワーク形成推進に
係る事務を継続する必要があるた
め。

－ ④ ②

相手方がオンライン化に対応できれ
ば可能ではあるが、対面打合せや
現地視察の必要性についても留意
が必要。

－ ⑥ ②

相手方がオンライン化に対応できれ
ば可能ではあるが、対面打合せや
現地視察の必要性についても留意
が必要。

○ ②

相手方がオンライン化に対応できれ
ば可能ではあるが、対面打合せや
現地視察の必要性についても留意
が必要。

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

相手方がオンライン化に対応できれ
ば可能。一方で、対面打合せや現
地視察の必要性についても留意が
必要。

1913 02043 一般 空港運営戦略推進事業費 ②

民間委託による道内７空港の一体
的運営の取組を着実に進めるため
の総合調整を行うとともに、道が管
理する女満別空港の民間委託を円
滑に進める。

航空課 0 8,513 8,513 4.0 0.0 4.0 39,753
現状維

持

民間委託による運営期間終了
（R31）まで、道内７空港の一体的運
営の取組を着実に進めるための総
合調整を行うとともに、道が管理す
る女満別空港の民間委託を円滑に
進める。

－ ④ ②
一部打合せのオンライン化は対応
済みだが、対面打合せの必要性に
ついても留意が必要。

－ ⑥ ②
一部打合せのオンライン化は対応
済みだが、対面打合せの必要性に
ついても留意が必要。

○ ②
一部打合せのオンライン化は対応
済みだが、対面打合せの必要性に
ついても留意が必要。

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○
会議、打合せなどにおいてオンライ
ンの活用を図る。

1914 02043
投資的
経費A

空港公共事業費 ②
航空ネットワークの形成、施設の老
朽化更新ための空港整備事業費

航空課 75,091 351,000 574 3.0 0.0 3.0 374,430
現状維

持
－ ④ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

－ ⑦ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

○ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○
会議、打合せなどにおいてオンライ
ンの活用を図る。

1915 02043 維持費 空港維持管理費（空港管理運営費） ②
北海道が管理する空港の維持・管
理費

航空課 0 472,214 404,172 0.0 0.0 0.0 472,214
現状維

持

引き続き、空港機能を維持するた
め、空港施設の維持管理を実施す
る。

－ ④ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

－ ⑦ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

○ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○
会議、打合せなどにおいてオンライ
ンの活用を図る。

1916 02043 維持費 空港維持管理費（空港管理委託費） ②
北海道が管理を委託する空港の維
持・管理費

航空課 0 416,814 392,104 0.0 0.0 0.0 416,814
現状維

持

引き続き、空港機能を維持するた
め、空港施設の維持管理を実施す
る。

－ ④ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

－ ⑦ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

○ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○
会議、打合せなどにおいてオンライ
ンの活用を図る。

1917 02043 維持費 空港管理運営費 ②
北海道が管理する空港の維持・管
理費

航空課 0 143,788 143,788 0.0 0.0 0.0 143,788
現状維

持

引き続き、空港機能を維持するた
め、空港施設の維持管理を実施す
る。

－ ④ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

－ ⑦ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

○ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○
会議、打合せなどにおいてオンライ
ンの活用を図る。

1918 02043 維持費 空港管理委託費 ②
北海道が管理を委託する空港の維
持・管理費

航空課 0 49,920 43,369 0.0 0.0 0.0 49,920
現状維

持

引き続き、空港機能を維持するた
め、空港施設の維持管理を実施す
る。

－ ④ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

－ ⑦ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

○ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

会議、打合せなどにおいてオンライ
ンの活用を図る。

1919 02043 一般 空港単独事業費（空港整備費） ⑤ 空港機能の拡充･向上等を図るため
の空港整備費

航空課 0 59,996 57,034 3.0 0.0 3.0 83,426 現状維
持

引き続き、空港機能の拡充・向上等
を図るため、空港施設の整備を実施
する。

－ ① ①
空港灯火において、ＬＥＤへの更新
を公共事業にて行うための基本計
画策定を順次進めていく意向。

－ － － － － 現状維
持
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二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
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1920 02043 維持費 空港管理費（支障木伐採） ②
航空法の制限表面に近接している
空港周辺の支障木の伐採等に要す
る経費

航空課 0 157,300 157,300 0.0 0.0 0.0 157,300
現状維

持

引き続き、空港機能を維持するた
め、空港周辺の支障木の伐採等を
実施する。

－ ④ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

－ ⑦ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

○ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○
会議、打合せなどにおいてオンライ
ンの活用を図る。

1921 02043 一般 空港施設整備費（除雪車両購入費） ②
道管理空港に配備している除雪車
の更新に要する経費

航空課 0 112,000 28,000 0.0 0.0 0.0 112,000
現状維

持

引き続き、空港機能を維持するた
め、道管理空港に配備している除雪
車の更新を実施する。

－ ④ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

－ ⑦ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

○ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○
会議、打合せなどにおいてオンライ
ンの活用を図る。

1922 02043 一般
空港施設整備費（空港化学消防車
購入費）

⑤ 道管理空港に配備している化学消
防車の更新に要する経費

航空課 0 198,250 50,250 0.0 0.0 0.0 198,250 終了

単臨事業なので終了となるが、引き
続き、空港機能を維持するため、道
管理空港に配備している化学消防
車の更新は必要。

－ － － － － － － － － － － 終了

1923 02043 一般
新千歳空港周辺環境整備推進事業
費

②
空港周辺の地域のコミュニティ活動
等に要する経費のための基金を造
成する

航空課 0 73,715 15,615 1.0 0.0 1.0 81,525
現状維

持

新千歳空港の24時間運用に関する
地域との合意事項であるため、引き
続き、基金造成を行う必要がある。

－ ④ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

－ ⑦ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

○ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○
会議、打合せなどにおいてオンライ
ンの活用を図る。

1924 02043 一般 住宅防音等対策事業費補助金 ②
新千歳空港の深夜・早朝発着枠の
拡大に伴い、千歳市及び苫小牧市
において住宅防音対策を実施

航空課 177,501 640,000 640,000 1.0 0.0 1.0 647,810
現状維

持

新千歳空港の24時間運用に関する
地域との合意事項であるため、引き
続き、住宅防音対策を行う必要があ
る。

－ ④ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

－ ⑦ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

○ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○
会議、打合せなどにおいてオンライ
ンの活用を図る。

1925 02043 一般
新千歳空港周辺地域振興基金造成
費補助金（千歳市地域振興）

②
新千歳空港の深夜・早朝発着枠の
拡大に伴い、千歳市において住宅
防音対策を実施

航空課 0 234,000 234,000 0.5 0.0 0.5 237,905
現状維

持

新千歳空港の24時間運用に関する
地域との合意事項であるため、引き
続き、住宅防音対策を行う必要があ
る。

－ ④ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

－ ⑦ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

○ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○
会議、打合せなどにおいてオンライ
ンの活用を図る。

1926 02043 一般
地域振興特別対策事業費補助金
（苫小牧地域振興）

②
新千歳空港の深夜・早朝発着枠の
拡大に伴い、苫小牧市において地
域振興対策を実施

航空課 0 86,517 86,517 0.5 0.0 0.5 90,422
現状維

持

新千歳空港の24時間運用に関する
地域との合意事項であるため、引き
続き、地域振興対策を行う必要があ
る。

－ ④ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

－ ⑦ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

○ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○
会議、打合せなどにおいてオンライ
ンの活用を図る。

1927 02043 一般
新千歳空港周辺環境整備推進事業
費（事務費）

②

新千歳空港の24時間運用に伴う周
辺環境整備に係る地域協議会への
出席、その他連絡調整等に関する
経費

航空課 0 1,228 1,228 3.0 0.0 3.0 24,658
現状維

持

引き続き、新千歳空港の24時間運
用に伴う事務を継続する必要があ
るため。

－ ④ ②

地域住民との信頼関係の維持を図
ることが重要であることに加え、高
齢の方が多く、オンライン環境が完
全に整備されておらず、対面での会
議とならざるを得ないが、可能な範
囲でオンライン打合せを活用する。

－ ⑦ ②

地域住民との信頼関係の維持を図
ることが重要であることに加え、高
齢の方が多く、オンライン環境が完
全に整備されておらず、対面での会
議とならざるを得ないが、可能な範
囲でオンライン打合せを活用する。

○ ②

地域住民との信頼関係の維持を図
ることが重要であることに加え、高
齢の方が多く、オンライン環境が完
全に整備されておらず、対面での会
議とならざるを得ないが、可能な範
囲でオンライン打合せを活用する。

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○
会議、打合せなどにおいてオンライ
ンの活用を図る。

1928 02043 一般 地域振興特別対策事業費補助金 ②

新千歳空港の24時間運用に伴い、
千歳市及び苫小牧市において整備
した施設の建設費（起債償還費）に
対する補助を実施

航空課 0 5,931 5,931 0.6 0.0 0.6 10,617
現状維

持
起債償還が完了していないため。 － ④ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

－ ⑦ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

○ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○
会議、打合せなどにおいてオンライ
ンの活用を図る。

1929 02043 一般
（公財）新千歳空港周辺環境整備財
団運営費補助金

②

新千歳空港の発着枠拡大に伴う住
宅防音対策等を円滑に進めるた
め、事務処理等を実施する公益財
団法人新千歳空港環境整備財団に
対し、経費を補助

航空課 0 31,510 31,510 0.0 0.0 0.0 31,510
現状維

持

引き続き、新千歳空港周辺地域に
おける地域振興及び生活環境の保
全をするため、補助が必要。

－ ④ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

－ ⑦ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

○ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○
会議、打合せなどにおいてオンライ
ンの活用を図る。

1930 02043
投資的
経費A

国直轄空港整備事業費負担金 ②
直轄空港の整備に伴う、道の負担
金（空港法第６条第２項の規定）

航空課 0 1,281,181 70,650 1.0 0.0 1.0 1,288,991
現状維

持
－ ④ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

－ ⑦ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

○ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○
会議、打合せなどにおいてオンライ
ンの活用を図る。

1931 02043 一般 北海道航空振興基金積立金 ②

道内空港の機能及び航空ネット
ワークの充実強化への活用を目的
とする北海道航空振興基金につい
て、道内空港ビル会社等に係る株
式売却収入及び運用収入を積み立
てる。

航空課 0 606 0 0.0 0.0 0.0 606
現状維

持
引き続き運用が必要なため。 － ④ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

－ ⑦ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

○ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○
会議、打合せなどにおいてオンライ
ンの活用を図る。

1932 02043
投資的
経費A

空港整備費補助金 ②
市が行う整備や騒音防止対策事業
に対する補助金

航空課 0 46,464 46,464 0.5 0.0 0.5 50,369
現状維

持
－ ④ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

－ ⑦ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

○ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○
会議、打合せなどにおいてオンライ
ンの活用を図る。

1933 02043 事務 航空課総合調整等業務 ②
予算決算、議会対応、物品管理等
室内の管理事務に関する事務全般

航空課 0 0 0 3.0 0.0 3.0 23,430
現状維

持
執務執行に引き続き必要なため。 － ④ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

－ ⑦ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

○ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める

会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○
会議、打合せなどにおいてオンライ
ンの活用を図る。

11,414,714 37,168,072 28,784,949 69.0 8.5 77.5 ■令和４年度　新規事業

域内連携型シームレス交通推進事業、道内航空需要回復支援事業

計
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